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新 地 方 公 会 計 制 度 に 基 づ く 尼 崎 市 の 財 務 ４ 表 

 

１ 財務４表の作成目的 

従来の自治体会計は､現金主義・単式簿記に基づくもので､単年度の歳入・歳出を対比した資金

の流れに主眼が置かれています。しかし、より効率的な行財政運営や行政改革を進めていくため

には、従来の手法に加え、資産・負債などに関する情報やコストを意識した企業会計と同様の会

計手法が必要となってきます。このため本市では、従来の決算書とは別に総務省の作成要領に基

づく貸借対照表を作成してきました。 

このような状況の中、平成１８年８月３１日総務省において、「地方公共団体における行政改

革の更なる推進のための指針」が策定され、平成１９年１０月に「新地方公会計制度研究会報告

書」として新たな会計基準が示されました。これは発生主義・複式簿記の考え方を取り入れた新

たな会計基準で、普通会計ベース、及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計

算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を作成することを求めたものです。 

そこで本市では平成２０年度決算分から、同報告書に示された「総務省方式改訂モデル」によ

る財務書類４表を作成しています。 

   

２ 普通会計財務書類 

(1) 対象会計 
普通会計 

普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なり、財政比較や統一的な掌握

が困難なため、地方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。 

   具体的には、本市の普通会計を構成する会計は次のとおりです。 

  ① 一般会計（ただし、魚つり公園の観光事業を除く。） 

② 用品調達事業会計 

③ 育英事業会計 

  ④ 公共用地先行取得事業会計 

  ⑤ 公害病認定患者救済事業会計 

  ⑥ 母子寡婦福祉資金貸付事業会計 

  ⑦ 青少年健全育成事業会計 

 

 (2)  作成基準日 

会計年度の最終日（毎年度３月 31日）を基準日とします。また、出納整理期間（４月１日

～５月 31日）における出納については、基準日までに終了したものとします。 

 

※ なお、金額等は、表示単位未満を四捨五入しているため、表内において積上げと合計が一

致しない場合があります。 
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　○財務諸表４表の関係

<行政コスト計算書>

経常行政コスト

資産 負債 |

… 経常収益

… ∥

歳計現金 純資産 純経常行政コスト

…

<純資産変動計算書>

期首純資産残高

|

純経常行政コスト

＋

一般財源、補助金受入等

資産評価替等

∥

期末純資産残高期末歳計現金残高

<資金収支計算書>

∥

<貸借対照表>

歳計現金増減額

＋

期首歳計現金残高

収入

|

支出

∥

 

±

 

 

貸借対照表の「純資産」の変動を表したものが、純資産変動計算書です。 

純資産変動計算書における純資産の変動要因の主なものが、「純経常行政コスト」と「一

般財源、補助金受入等」ですが、そのうち「純経常行政コスト」の明細を示すのが行政

コスト計算書になります。 

「資金収支計算書」は、歳計現金の動きを表す計算書ですので、「期末歳計現金残高」

は、貸借対照表の「歳計現金」と一致します。 
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（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債
(1) 有形固定資産 (1) 地方債 247,337
①生活インフラ・国土保全 511,067 (2) 長期未払金
②教育 233,521 ①物件の購入等 6,082
③福祉 23,357 ②債務保証又は損失補償 0
④環境衛生 59,962 ③その他 0
⑤産業振興 4,958 長期未払金計 6,082
⑥消防 6,226 (3) 退職手当引当金 23,517
⑦総務 38,735 (4) 損失補償等引当金 18,770
有形固定資産合計 877,826 固定負債合計 295,705
(2) 売却可能資産 1,817
公共資産合計 879,642 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 22,440
２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0
(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 788
①投資及び出資金 21,304 (4) 翌年度支払予定退職手当 5,697
②投資損失引当金 △ 193 (5) 賞与引当金 1,209
投資及び出資金計 21,112 流動負債合計 30,134
(2) 貸付金 742
(3) 基金等 負　　債　　合　　計 325,839
①退職手当目的基金 0
②その他特定目的基金 4,326
③土地開発基金 0
④その他定額運用基金 150 [純資産の部]
⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 147,268
基金等計 4,476
(4) 長期延滞債権 8,063 ２　公共資産等整備一般財源等 571,243
(5) 回収不能見込額 △ 1,840
投資等合計 32,552 ３　その他一般財源等 △ 115,831

３　流動資産 ４　資産評価差額 △ 900
(1) 現金預金
①財政調整基金 1,366 純　 資　 産　 合　 計 601,781
②減債基金 11,531
③歳計現金 426
現金預金計 13,323
(2) 未収金
①地方税 2,103
②その他 627
③回収不能見込額 △ 628
未収金計 2,102
流動資産合計 15,425

資　　産　　合　　計 927,620 負 債 ・ 純 資 産 合 計 927,620

貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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 貸借対照表   

 

 貸借対照表は、年度末において、市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）

と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括的に表したものです。ま

た、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることから、バ

ランスシートとも呼ばれています。 

 
＜貸借対照表の構成＞

借方 貸方

負債

純資産

資産

将来世代の負担
（地方債、将来支払う職員の退職
手当、損失補償等引当金）

これまでの世代の負担、国・県の
負担
（これまでに収納した税金、国・県
からの補助金等）

行政サービスに使う資産
（インフラ資産、庁舎、学校、公園
等の施設）

売却可能な資産、回収する資産
（貸付金、長期延滞債権など）

基金、預金などの資産

 
 

(1) 総括 
尼崎市の「資産」は 9,276 億円で、これに対応するものとして、将来返済が必要な「負債」

が 3,258 億円、返済を要しない「純資産」が 6,018 億円となっています。「資産」に対する割

合は「負債」が 35.1％,「純資産」が 64.9％となっています。 

1 

(2) 資産の部 
  ① 公共資産 

    公共資産合計は 8,796 億円であり、総資産の 94.8％を占めています。 

    行政目的別にみると、道路や公園などの生活インフラ・国土保全が 58.1％、学校、社会教

育施設などの教育が 26.5%となっています。 

② 投資等 

公営企業や外郭団体への出資金や基金、長期延滞債権などで、326 億円となっています。 

  ③ 流動資産 

    財政調整基金や減債基金などの現金預金、地方税などの未収金で、総額は 154 億円となっ

ています。 

 

(3) 負債の部 
① 固定負債 

  固定負債は翌々年度（平成２３年度）以降に支払や返済が行われる「地方債」、「長期未払

金」、「退職手当引当金」、「損失補償等引当金」で、総額は 2,957 億円となっています。 

② 流動負債 

  流動負債は翌年度（平成２２年度）内に支払いや返済が行われる「翌年度償還予定地方債」、

「未払金」、「翌年度支払予定退職手当」、「賞与引当金」で、総額は 301 億円となっています。 
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(4) 純資産の部 
純資産は国および県の補助金によるものと市民の負担によるものに区別して記載しており、

純資産の総額は 6,018 億円です。 

   「その他一般財源等」は 1,158 億円のマイナスとなっています。これは、将来自由に財源と

して使用できる純資産がマイナスとなっていること、すなわち、既に将来の財源の一部が拘束

されていることを示します。通常「その他一般財源」に計上される額はマイナスとなります。

これは、国から交付される地方交付税の代替措置として臨時財政対策債という資産形成を伴わ

ない地方債が存在することや、退職手当引当金に相当する基金等の積み立てがなされていない

ことなどが大きな要因です。 

 

＜貸借対照表の用語解説＞ 

有形固定資産 原則として、昭和 44 年度以降に取得した建物、土地などの資産を取得原価で

評価し、土地を除く資産については、総務省報告書に定められた耐用年数によ

り、定額法で減価償却しています。また、昭和 43 年度以前に取得した資産に

ついても、台帳等を元に算入しています。 

売却可能資産 公共資産のうち、遊休資産や未利用資産等の行政サービスの提供に使用されて

いない資産 

投資損失引当金 連結対象となる団体等の財政状況が一定以上悪化した場合、その損失に備えて

計上されます。 

長期延滞債権 地方税等の収入未済額のうち、１年以上未収のもの 

回収不能見込額 時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれるもの 

財政調整基金 年度間の財源を調整し、財政の健全な運営を図るために設置された基金 

減債基金 市債の償還に備えて設置された基金 

歳計現金 当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越残高） 

未収金 地方税等の収入未済額のうち、過去１年以内に発生したもの 

損失補償等引当金 履行すべき額が確定していない第三セクター等の損失補償債務のうち、財政健

全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額 

賞与引当金 

 

期末勤勉手当は 12 月から５月までを支給対象期間（６ヶ月分）とし、６月に

支給するため、うち 12 月から３月まで（４ヶ月分）の手当相当額を当該年度

発生分として引当金として計上 

公共資産等整備国

県補助金等 

公共資産の整備や投資等に対する財源のうち、国・県から受けた補助金等 

公共資産等整備一

般財源等 

公共資産の整備や投資等に対する財源のうち、国・県から受けた補助金、市債、

債務負担行為を除いた金額 

資産評価差額 「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や評価替による差額など 
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 行政コスト計算書  

 

    行政コスト計算書は、市の１年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスといった資

産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの対価として得られた財源

（使用料・手数料、分担金・負担金など）を対比させた書類です。 

 

(1)  総括 
市の１年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスといった行政サービスに係る経

費である「経常行政コスト」は、総額で 1,662 億円です。これに対して直接の受益者負担であ

る「経常収益」は 81 億円で、差引の「純経常行政コスト」は 1,580 億円となっています。 

 

(2)  性質別行政コスト 
性質別では、職員の給与など「人にかかるコスト」が 306 億円（18.4％）、物件費や減価償

却費など「物にかかるコスト」は 377 億円（22.7％）、生活保護費などの扶助費や普通会計以

外の会計等への支出など「移転支出的なコスト」は 926 億円（55.7％）、となっています。 

 

(3) 目的別行政コスト 
目的別では、高齢者、障害者、児童の福祉向上や生活保護費などの福祉分野が 745 億円

（44.8％）と最も多く、次に土地区画整理や道路、公園、市営住宅など生活インフラ分野が 262

億円（15.8％）、保健所やごみ収集など環境衛生分野が 171 億円（10.3％）、学校や図書館など

教育分野が 151 億円(9.1％)となっています。 

 

＜行政コスト計算書の用語解説＞ 

人件費 給与費（報酬、職員給、各種手当等）から退職手当を除いた金額 

退職手当引当金繰入等 退職手当引当金に新たに繰り入れた額 

物件費 旅費、備品購入費、光熱水費、委託料等の経費 

維持補修費 施設等の維持修繕に要する経費 

減価償却費 有形固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる金額 

社会保障給付 児童手当等の支給、高齢者や障害者に対する給付、生活保護等に要する経

費 

補助金等 各種団体に対する補助金等 

他会計等への支出額 特別会計等の財政的な支援金額 

他団体への公共資産整

備補助金等 

投資的経費のうち他団体等への資産形成のための補助金等 

支払利息 市債と一時借入金にかかる支払利息の額 

回収不能見込計上額 地方税や使用料などのうち、回収不能見込額として新たに貸借対照表に計

上した金額及び当該年度の不納欠損額 
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（単位：百万円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 601,088 148,601 565,234 △ 111,873 △ 875

純経常行政コスト △ 158,006 △ 158,006

一般財源

地方税 78,613 78,613

地方交付税 10,588 10,588

その他行政コスト充当財源 16,634 16,634

補助金等受入 49,391 2,708 46,683

臨時損益

災害復旧事業費 7 7

公共資産除売却損益 △ 481 △ 481

損失補償等引当金繰入等 4,110 4,110

投資損失 81 81

科目振替

公共資産整備への財源投入 4,704 △ 4,704

公共資産処分による財源増 0 △ 2,767 2,191 576

貸付金・出資金等への財源投入 3,178 △ 3,178

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 3,390 3,390

減価償却による財源増 △ 4,041 △ 14,665 18,706

地方債償還に伴う財源振替 17,703 △ 17,703

資産評価替えによる変動額 △ 601 △ 601

無償受贈資産受入 0 0

その他 358 1,246 △ 888

期末純資産残高 601,781 147,268 571,243 △ 115,831 △ 900

純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日
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 純資産変動計算書  

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目の数値が１年間でどの

ように変動したかを表しています。総額としての純資産の変動に加え、それがどのような財源や

要因で増減したかの情報を表示しています。 

 

(1) 総括 

純経常行政コスト 1,580 億円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源が 1,058 億円、

補助金が 494 億円ありました。その他臨時的な損益として、第三セクターなどの損失補償等引

当金の減による純資産の増が 41 億円となっています。 

この結果、期首に 6,011 億円あった純資産残高が、期末では 6,018 億円となっています。 

 

 ＜純資産変動計算書の用語解説＞ 

純経常行政コスト 行政コスト計算書における純経常行政コスト 

地方税 市民税、固定資産税など 

地方交付税 普通交付税、特別交付税 

その他行政コスト充当

財源 

地方譲与税、各種交付金、諸収入などの地方税や地方交付税以外の一般財

源 

補助金等受入 国庫支出金、県支出金 

公共資産除売却損益 公共資産を除却、売却した場合の公共資産計上額と売却額の差額 

投資損失 投資及び出資金の実質価格が取得原価に比べ３０％以上下落した場合の

差額 

科目振替 主に公共資産の整備や貸付金の実施、回収による財源の移動を示す。例え

ば公共資産の整備を行った場合は、「その他一般財源」から「公共資産等

整備国県補助金等」あるいは「公共資産等整備一般財源等」に振り替わる。 

資産評価替えによる変

動額 

売却可能資産の時価評価等による評価替えを行った際に生じる差額 
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（単位：百万円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計等への公債費充当財源繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 支 出 合 計

支 出 合 計 国県補助金等

地方税 貸付金回収額

地方交付税 基金取崩額

国県補助金等 地方債発行額

使用料・手数料 公共資産等売却収入

分担金・負担金・寄附金 その他収入

諸収入 収 入 合 計

地方債発行額 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

基金取崩額

その他収入 当年度歳計現金増減額

収 入 合 計 期首歳計現金残高

経 常 的 収 支 額 期末歳計現金残高

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,279

141,964

34,149

17,677

53,143

12,558

4,399

18,760

77,845

10,588

45,999

6,296

1,346

5,272

12,185

58

11,105

170,693

28,729

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

18,735

324

21,777

3,304

2,718

10,593

0

1,631

15,528

△ 6,249

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

423

2,883

231

5,175

21,009

29,721

0

88

3,017

2,524

169

308

118

426

1,709

43

7,550

△ 22,172
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 資金収支計算書  

 

現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、「経常的収支」、「公共資産整備収支」、

「投資・財務的収支」に区分して表示しています。 

 

 

(1) 総括 

当年度の歳計現金は、経常的収支で 287 億円の黒字、公共資産整備収支で 62 億円の赤字、

投資・財務的収支の部で 222 億円の赤字となった結果、前年度から 3億円の増となり、期末の

歳計現金残高は 4億円となっています。 

 

(2) 経常的収支 

   経常的支出は、人件費や物件費、社会保障給付など日常の行政サービスを行うにあたって必

要な費用で 1,420 億円となっています。支出の内訳は社会保障給付が最も多く 531 億円、次に

人件費が 341 億円となっています。 

経常的収入は、地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で

1,707 億円となっています。収入の内訳は地方税が最も多く 778 億円、次に国県補助金等 460

億円となっています。 

この結果、「経常的収支の部」は 287 億円の黒字となり、公共資産整備や地方債償還などに

充当されることになります。 

 

(3) 公共資産整備収支 

  社会資本整備に要した支出として他団体への補助金なども含め、218 億円を計上しています。

その財源として、国・県からの補助金収入、地方債発行による収入などにより 155 億円を計上

し、差引収支は 62 億円の赤字となっています。 

 

(4) 投資・財務的収支 

  支出には、地方債の返済や貸付金、基金の積立など、合計 297 億円を計上しています。 

収入には、貸付金の回収金などで 76 億円を計上し、差引収支は 222 億円の赤字となっていま

す。 

 

＜資金収支計算書の用語解説＞ 

経常的収支の部 毎年度継続的に収入、支出されるもの 

公共資産整備収支の部 道路や学校、公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための経費及

び財源 

投資・財務的収支の部 公営企業や外郭団体への出資金、貸付金、地方債の元金償還額などへの経

費及び財源 
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３ 連結財務書類 

(1) 連結財務書類とは 
   連結財務書類とは、普通会計のほか、市を構成するその他の特別会計や、市と連携協力し

て行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス主体とみなして作成

する財務書類です。 

 

(2) 連結の範囲 

区　　分 会計・団体の名称

普通会計 一般会計、用品調達事業会計ほか６会計

水道事業会計、工業用水道事業会計、自動車運送事業会計、下水道事業会計、

地方卸売市場事業会計、都市整備事業会計、廃棄物発電事業会計、

観光施設事業会計（魚つり公園）、国民健康保険事業会計、農業共済事業会計、

介護保険事業会計、老人保健医療事業会計、駐車場事業会計、

競艇場事業会計、後期高齢者医療事業会計

丹波少年自然の家事務組合、阪神水道企業団、兵庫県競馬組合、

兵庫県後期高齢者医療広域連合

地方三公社 尼崎市土地開発公社

財団法人尼崎健康・医療事業財団、財団法人尼崎口腔衛生センター、

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団、財団法人尼崎市総合文化センター、

財団法人尼崎地域・産業活性化機構、財団法人尼崎市環境整備事業公社、

財団法人尼崎緑化協会、財団法人尼崎市都市整備公社、

財団法人尼崎市スポーツ振興事業団、尼崎中高年事業株式会社、

尼崎交通事業振興株式会社

公営事業会計

一部事務組合・
広域連合

第三セクター等

 
※1 一部事務組合、広域連合については、構成団体の経費負担割合等に基き、比例連結とし

ています。 

※2 第三セクター等については、①出資比率が 50％以上の団体、②出資比率が 25％以上 50％

未満の場合で、役員派遣や資金調達の状況が過半数を占める団体を連結対象としています。 

 

(3) 作成基準日 
会計年度の最終日（毎年度３月 31日）を基準日とします。また、出納整理期間（４月１日

～５月 31日）における出納については、基準日までに終了したものとします。 

 

(4) 作成基礎データ 
普通会計、特別会計については、原則として昭和44年度以降の決算統計の数値を基礎とし、

一部を対象年度の決算書等により追加しています。それ以外の公営企業会計（水道、工業

用水、下水、交通）や一部事務組合、第三セクター等については、それぞれの団体で作成

している決算書を基礎にしています。 

 

※ なお、金額等は、表示単位未満を四捨五入しているため、表内において積上げと合計が一

致しない場合があります。 

  

※2 

※1 
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（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 729,659 ①普通会計地方債 247,337

②教育 238,471 ②公営事業地方債 90,304

③福祉 23,508  地方公共団体計 337,641

④環境衛生 136,091 (2) 関係団体

⑤産業振興 22,421 ①一部事務組合・広域連合地方債 54

⑥消防 6,226 ②地方三公社長期借入金 8,952

⑦総務 42,587 ③第三セクター等長期借入金 8,393

⑧収益事業 26,659  関係団体計 17,400

⑨その他 0 (3) 長期未払金 6,087

有形固定資産合計 1,225,623 (4) 引当金 28,911

(2) 無形固定資産 14,634 （うち退職手当等引当金） 28,310

(3) 売却可能資産 1,998 （うちその他の引当金） 601

公共資産合計 1,242,255 (5) その他 325

固定負債合計 390,363

２　投資等

(1) 投資及び出資金 2,916 ２　流動負債

(2) 貸付金 1,398 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 10,513 ①地方公共団体 32,163

(4) 長期延滞債権 13,461 ②関係団体 1,271

(5) その他 99  翌年度償還予定額計 33,434

(6) 回収不能見込額 △ 5,456 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 1,633

投資等合計 22,931 (3) 未払金 6,501

(4) 翌年度支払予定退職手当 6,342

(5) 賞与引当金 1,478

３　流動資産 (6) その他 1,831

(1) 資金 33,807 流動負債合計 51,219

(2) 未収金 6,058

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 441,582

(4) その他 691

(5) 回収不能見込額 △ 1,474 [純資産の部]

流動資産合計 39,083

純資産 合計

４　繰延勘定 0 862,686

資　　産　　合　　計 1,304,268 負債及び純資産合計 1,304,268

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 
(1) 総括 
尼崎市の「資産」は、連結ベースで１兆 3,043 億円（人口一人当たり 283 万円）で、これに

対応するものとして、将来返済が必要な「負債」が 4,416 億円（人口一人当たり 96万円）、返

済を要しない「純資産」が 8,627 億円（人口一人当たり 187 万円）となっています。 

「資産」に対する割合は「負債」が 33.9％,「純資産」が 66.1％となっています。 

 

(2) 資産の部 
  ① 公共資産 

    公共資産の合計は、１兆 2,423 億円であり、行政目的別では、道路や公園、下水道などに

係る「生活インフラ・国土保全」が 58.7％、次いで、社会教育施設などの教育が 19.2％、

ごみ処理施設などの環境衛生が 11.0％となっています。 

    普通会計と比較し、3,626 億円が増加していますが、これは主に大規模なインフラ資産を

保有する下水道事業会計や阪神水道企業団などを連結したことによる影響です。 
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②  投資等 
投資等の合計は、229 億円であり、普通会計との比較では、96億円が減っています。減額

となる理由は、普通会計で計上されていた連結対象の会計、団体等に対する出資金が相殺消

去されることによるものです。 

  ③ 流動資産 

    流動資産の合計は、391 億円であり、そのうち「資金」には、338 億円が計上されていま

す。普通会計の歳計現金等の現金預金に加え、連結対象会計、団体等の現金預金などが含ま

れています。 

  

(3) 負債の部 
負債の合計は、4,416 億円であり、普通会計と比較し、1,157 億円が増加しています。これ

は主に下水道事業会計や阪神水道企業団などの多額なインフラ整備に伴う負債を連結したこ

とによる影響です。 

 

(4) 純資産の部 
「純資産合計」は、連結対象の各会計、団体等の純資産を連結することにより、総額 8,627

億円となっています。
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(1) 総括 

連結ベースによる１年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスといった行政サー

ビスに係る経費である「経常行政コスト」は、総額で 3,076 億円です。これに対して直接の受

益者負担である「経常収益」は 1,146 億円で、差引の「純経常行政コスト」は 1,930 億円とな

っています。 

 

(2) 性質別行政コスト 
性質別では、「人にかかるコスト」が 406 億円（13.2％）、「物にかかるコスト」は 629 億円

（20.4％）、生活保護費や国民健康保険給付費などの社会保障給付や普通会計以外の会計等へ

の支出など「移転支出的なコスト」は 1,865 億円（60.6％）、となっています。普通会計と比

較し、「移転支出的なコスト」で 939 億円が増加していますが、これは主に国民健康保険や介

護保険、後期高齢者医療の給付費などが計上されたためです。 

 

(3) 目的別行政コスト 
目的別では、福祉分野が 1,812 億円（58.9％）と最も多く、次に生活インフラ分野が 393 億

円（12.8％）、環境衛生分野が 283 億円（9.2％）となっています。普通会計との比較では、行

政コスト 1,415 億円の増加のうち、福祉分野で 1,067 億円が増加しており、これは国民健康保

険や後期高齢者医療に係るコストが計上されたためです。 

 

 



 17

連結純資産変動計算書
　　　自　平成２１年４月 １ 日

　　　至　平成２２年３月３１日

純資産合計

期首純資産残高 859,596

純経常行政コスト △ 192,995

一般財源

地方税 78,613

地方交付税 10,588

その他行政コスト充当財源 16,466

補助金等受入 90,593

臨時損益

災害復旧事業費 7

公共資産除売却損益 △ 474

投資損失 81

収益事業純損失 18

その他 1,150

出資の受入・新規設立 244

資産評価替えによる変動額 △ 601

無償受贈資産受入 150

その他 △ 752

経費負担割合変更に伴う差額 0

期末純資産残高 862,686

（単位：百万円）

 
(1) 総括 

連結ベースによる本市の期末純資産残高は 8,627 億円で、普通会計と比較し、2,609 億円が

増加しています。これは主に大規模なインフラ資産を保有する下水道事業会計や水道事業会計

などを連結したことによる影響です。 
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（単位：百万円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計への公債費充当財源繰出支出

他会計への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

地方債発行額 公共資産等売却収入

長期借入金借入額 収益事業純収入

短期借入金増加額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

他会計繰入金等 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

その他収入

収 入 合 計 翌年度繰上充用金増減額

経 常 的 収 支 額 当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

公共資産整備支出 期末資金残高

公共資産整備補助金等支出

他会計への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計繰入金

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

△ 32,961

3,631

17,279

20,910

0

12

419

99

11,350

44,311

90

4,517

3,860

18

592

1,756

6,030

30,105

0

0

2,097

24,995

△ 6,315

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

60

3,383

2,309

285

13

2,126

31,310

5,604

13,973

2,053

1,267

312,701

42,895

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

26,092

472

12,483

120

0

10,588

84,762

6,459

52,297

8,354

4,369

269,806

77,845

0

3,851

12,185

連結資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

44,657

31,196

154,044

27,186

0

0

16,432

35,209

0

126

1,218

1,759

0

2,115

  
 

(1) 総括 

連結ベースによる本市の期末資金残高は 209 億円で、普通会計と比較し、205 億円増加して

います。主なものは水道事業会計や工業用水道事業会計、下水道事業会計などで保有している

資金があります。 
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４ 普通会計財務書類を活用した分析 

 

(1)  社会資本形成の世代間負担比率 
 社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産による整備割合を見ることにより、

これまでの世代によって既に負担された分の割合を見ることができます。 

 また、負債である地方債に着目すれば、将来世代が負担しなければならない分の割合を見

ることができます。 

 

 

 

 

 

＜社会資本形成の負担比率＞ Ｈ２１決算

公共資産合計（百万円） 879,642

純資産合計（百万円） 601,781

地方債残高（百万円） 269,777

これまでの世代による社会資本の負担比率（％） 68.4

将来世代による社会資本の負担比率（％） 30.7   
社会資本の負担をこれまでの世代と将来の世代の比率で考えた場合、将来世代の負担が低

い方が財務の安全性が高いという観点からは望まれます。しかし、公共資産は、長期に渡っ

て住民に利用されるべきものであり、負担の公平性という観点からは必ずしもこれまでの世

代による負担比率が高いことが良いとは言い切れません。 

 本市の平成21年度の社会資本形成の負担比率は、これまでの世代による負担比率は68.4％、

将来世代による負担比率は 30.7％となっています。 

 
 

(2)  歳入額対資産比率 
 歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何

年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 

 

 

 

＜歳入額対資産比率＞ Ｈ２１決算

資産合計（百万円） 927,620

歳入総額（百万円） 193,889

歳入額対資産比率（年） 4.8  
  本市の平成 21 年度歳入額対資産比率は 4.8 年となっています。 

 

 

 

＜算定式＞ 

・これまでの世代による社会資本の負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

・将来世代による社会資本の負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100 

＜算定式＞ 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 
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(3) 資産老朽化比率 

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する原価償却累計額の割合を計

算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体

として把握することができます。 

 

 

 

 

＜資産老朽化比率＞ （単位：百万円）

行　政　目　的 償却資産取得額 減価償却累計額 資産老朽化比率（％）

生活インフラ・国土保全 427,892 196,243 45.9

教育 149,954 58,403 38.9

福祉 31,758 22,519 70.9

環境衛生 102,727 52,512 51.1

産業振興 5,666 3,559 62.8

消防 10,558 7,922 75.0

総務 46,356 27,022 58.3

合　　　　計 774,911 368,180 47.5  
 本市では、消防が 75.0％、福祉が 70.9％であり、これらの施設の老朽化比率が高くなってい

ることが分かります。 

 

(4) 連単分析 

    普通会計財務書類の数値と連結財務書類の数値を比較することにより、普通会計以外で行

政サービスの規模を把握・分析することができます。 

 

＜連単分析（貸借対照表）＞ （単位：百万円）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

公共資産 879,642 94.8 1,242,255 95.2 1.41

投資等 32,552 3.5 22,931 1.8 0.70

流動資産 15,425 1.7 39,083 3.0 2.53

資産合計 927,620 100.0 1,304,268 100.0 1.41

地方債 247,337 26.7 355,041 27.2 1.44

翌年度償還予定地方債 22,440 2.4 33,434 2.6 1.49

退職手当引当金 23,517 2.5 28,310 2.2 1.20

翌年度支払予定退職手当 5,697 0.6 6,342 0.5 1.11

その他負債 26,848 2.9 18,456 1.4 0.69

負債合計 325,839 35.1 441,582 33.9 1.36

純資産 601,781 64.9 862,686 66.1 1.43

負債及び純資産合計 927,620 100.0 1,304,268 100.0 1.41

普通会計 連　　結 連単倍率
（倍）

 

＜算定式＞ 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得額×100 
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平成２１年度の本市の連結ベースの資産合計は、普通会計の 1.41 倍であり、うち「投資等」

については、連結会計・団体間の出資金が内部取引として相殺されているため 0.70 倍となって

います。また流動資産は 2.53 倍と高くなっていますが、これは水道事業会計や下水道事業会計

で多くの資金を保有しているためです。 

負債合計では、1.36 倍であり、うち「その他負債」については、連結することによって連結対

象団体に対する損失補償等引当金が減となるため、0.69 倍となっています。また地方債は 1.44

倍となっていますが、連結による増の主なものは、下水道事業会計の長期借入金などがあります。 

 

 

 

 


